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第一部 【企業情報】 

第１ 【企業の概況】 

１ 【主要な経営指標等の推移】 
  

(注) １ 売上高には、消費税等は含まれておりません。 

２ 当社は中間連結財務諸表を作成しておりませんので、中間連結会計期間に係る主要な経営指標等の推移については記載し

ておりません。 

３ 平成17年９月中間期及び平成18年９月中間期においては、中間財務諸表を作成しておりませんので、平成17年９月中間期

及び平成18年９月中間期における数値は記載しておりません。 

４ 第81期から「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準」（企業会計基準第５号 平成17年12月９日）及び「貸借

対照表の純資産の部の表示に関する会計基準等の適用指針」（企業会計基準適用指針第８号 平成17年12月９日）を適用

しております。 

５ 持分法を適用した場合の投資利益については、関連会社がないため記載しておりません。 

６ 潜在株式調整後１株当たり中間（当期）純利益については、新株予約権の残高がありますが、当社株式は非上場であり期

中平均株価が把握できないため、記載しておりません。 

７ 当社は、平成18年５月31日付で普通株式１株につき２株の株式分割を行っております。そこで、当該株式併合並びに株式

分割に伴う影響を加味し、遡及修正を行った場合の１株当たり指標の推移を参考までに掲げると以下のとおりとなりま

す。 

回次 第80期中 第81期中 第82期中 第80期 第81期 

会計期間 

自 平成17年 
  ４月１日 
至 平成17年 
  ９月30日 

自 平成18年
  ４月１日 
至 平成18年 
  ９月30日 

自 平成19年
  ４月１日 
至 平成19年 
  ９月30日 

自 平成17年 
  ４月１日 
至 平成18年 
  ３月31日 

自 平成18年
  ４月１日 
至 平成19年 
  ３月31日 

売上高 (千円) ― ― 5,282,597 4,837,495 7,929,274 

経常利益 (千円) ― ― 454,457 383,089 559,135 

中間(当期)純利益 (千円) ― ― 265,295 209,617 327,613 

持分法を適用した場合の 
投資利益 

(千円) ― ― ― ― ―

資本金 (千円) ― ― 242,530 242,530 242,530 

発行済株式総数 (株) ― ― 28,620 14,310 28,620 

純資産額 (千円) ― ― 1,315,535 721,097 1,048,234 

総資産額 (千円) ― ― 7,508,262 5,051,386 7,391,546 

１株当たり純資産額 (円) ― ― 45,965.61 50,391.16 36,625.95 

１株当たり中間 
(当期)純利益 

(円) ― ― 9,269.58 17,365.42 11,447.01

潜在株式調整後 
１株当たり中間 
(当期)純利益 

(円) ― ― ― ― ―

１株当たり配当額 (円) ― ― ― ― ―

自己資本比率 (％) ― ― 17.52 14.28 14.18 

営業活動による 
キャッシュ・フロー 

(千円) ― ― 319,057 △2,292,876 △1,805,609

投資活動による 
キャッシュ・フロー 

(千円) ― ― △4,293 △47,020 131,731

財務活動による 
キャッシュ・フロー 

(千円) ― ― △308,369 2,846,323 1,944,671

現金及び現金同等物 
の中間期末(期末)残高 

(千円) ― ― 1,110,827 830,548 1,104,433

従業員数 (名) ― ― 45 33 44 



  

  

回次 第80期中 第81期中 第82期中 第80期 第81期 

会計期間 

自 平成17年 
  ４月１日 
至 平成17年 
  ９月30日 

自 平成18年
  ４月１日 
至 平成18年 
  ９月30日 

自 平成19年
  ４月１日 
至 平成19年 
  ９月30日 

自 平成17年 
  ４月１日 
至 平成18年 
  ３月31日 

自 平成18年
  ４月１日 
至 平成19年 
  ３月31日 

１株当たり純資産額 (円) ― ― 45,965.61 25,195.58 36,625.95

１株当たり中間（当期）純
利益 

(円) ― ― 9,269.58 8,682.71 11,447.01

潜在株式調整後 
１株当たり中間（当期）純
利益 

(円) ― ― ― ― ―

１株当たり配当額 (円) ― ― ― ― ―



２ 【事業の内容】 

当中間会計期間において、当社が営む事業の内容について、重要な変更はありません。 

  

３ 【関係会社の状況】 

該当事項はありません。 

  

４ 【従業員の状況】 

(1) 提出会社の状況 

平成19年９月30日現在 

(注) 従業員数は就業人員数であります。 

  

(2) 労働組合の状況 

労働組合は結成されておりませんが、労使関係は円満に推移しております。 

従業員数(名)          45 



第２ 【事業の状況】 

 当中間会計期間が中間財務諸表の作成初年度であるため、前年同期との比較は行っておりません。 

  

１ 【業績等の概要】 

(1) 業績 

当中間会計期間におけるわが国の経済は、対外的には海外経済の拡大や円安基調を背景に輸出が好調であり、国

内においては高水準の企業業績や底堅い個人消費に支えられ、依然として緩やかな景気拡大が続いております。米

国のサブプライムローン問題に端を発した国際金融市場の混乱や米国経済の減速懸念、中国経済の過熱感など世界

経済においては不安要素があるものの、国内経済は今後も安定的な物価水準のもとで持続的成長が期待できる状況

にあります。 

不動産市場においても、金利先高観や都市部を中心とした土地価格の高騰など外部環境には厳しいものがあり、

不動産バブル再発を懸念する声も一部で囁かれたりしておりますが、収益性重視の金融商品としての需要に支えら

れ業界全体としては活況を呈している状況にあります。 

このような状況のもと、当社におきましては、市場環境を見極めながら長年にわたる不動産鑑定評価に基づく知

識・データの蓄積と不動産取引業務での豊富な経験を活かし、適正な金融商品となる収益不動産の提供、調査、評

価、投資助言等を展開してまいりました。 

以上の結果、当中間会計期間における売上高は5,282,597千円、営業利益565,201千円、経常利益454,457千円、中

間純利益は265,295千円となりました。 

  

事業部門別の業績は以下のとおりであります。 

  

① 不動産鑑定・コンサルティング事業 

当事業部門におきましては、一般鑑定評価の大型案件やデューデリジェンス案件の受注が好調だったことによ

り、売上高は94,720千円、営業利益は27,215千円となりました。 

  

② 不動産投資ファンド・サポート事業 

当事業部門におきましては、自社ファンドの組成がなかったものの、アセットマネジメント業務の新規受託な

どにより、売上高は77,334千円、営業利益は50,542千円となりました。 

  

③ 不動産マネジメント事業 

当事業部門におきましては、不動産流動化事業において購入した販売用不動産の大型化に伴い未販売の販売用

不動産からの賃料収入が増加したこと、および管理受託物件戸数が前事業年度末の1,384戸から1,674戸へと大幅

に増加したことなどにより、売上高は274,251千円、営業利益は143,049千円となりました。 

  

④ 不動産流動化事業 

当事業部門におきましては、グランディオスＴ．Ｎ（埼玉県川口市）、岩崎ビル（東京都台東区）など優良物

件の不動産ファンド運営会社への売却のほか、コムロンド代々木公園（東京都渋谷区）、プリオール熊野町（東

京都板橋区）、中目黒ＮＫビル（東京都目黒区）などエンドユーザー向け収益不動産の販売も順調であったた

め、売上高は4,836,290千円、営業利益は496,227千円となりました。 

  



(注) 間接部門に係る販売費及び一般管理費151,833千円は各事業部門に配賦しておりませんので、各事業部門の営

業利益の合計額と全社営業利益の金額は一致しておりません。 

  

(2) キャッシュ・フローの状況 

当中間会計期間における現金及び現金同等物（以下「資金」という。）は、不動産流動化事業における業容拡大

に伴う販売用不動産の購入増加や法人税等の支払、金融機関からの借入金の圧縮などがあったものの、税引前中間

純利益が452,173千円と大きく増加したことなどにより、当中間会計期間末には1,110,827千円となりました。 

  

当中間会計期間における各キャッシュ・フローの状況とそれらの要因は次のとおりであります。 

  

① 営業活動によるキャッシュ・フロー 

営業活動の結果得られた資金は319,057千円となりました。これは主に税引前中間純利益452,173千円を計上し

たこと、たな卸資産が102,138千円増加したこと、預り敷金が91,832千円増加したこと及び法人税等を179,668千

円支払ったこと等によるものです。 

  

② 投資活動によるキャッシュ・フロー 

投資活動の結果使用した資金は4,293千円となりました。これは主に有形固定資産の取得による支出3,814千円

等によるものです。 

  

③ 財務活動によるキャッシュ・フロー 

財務活動の結果使用した資金は308,369千円となりました。これは主に短期借入金の純減少額1,607,400千円、

長期借入金の純増加額1,224,892千円等によるものです。 

  



２ 【生産、受注及び販売の状況】 

(1) 生産実績 

当社は、不動産鑑定・コンサルティング事業、不動産投資ファンド・サポート事業、不動産マネジメント事業及

び不動産流動化事業が主要な事業であり生産活動を行っていないため、該当事項はありません。 

  

(2) 受注実績 

当社は、不動産鑑定・コンサルティング事業、不動産投資ファンド・サポート事業、不動産マネジメント事業及

び不動産流動化事業が主要な事業であり受注活動を行っていないため、該当事項はありません。 

  

(3) 販売実績 

当中間会計期間における販売実績を事業部門ごとに示すと、次のとおりであります。 

  

(注) 上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 
  

  

３ 【対処すべき課題】 

当中間会計期間において、当社の事業上及び財務上の対処すべき課題に重要な変更及び新たに生じた課題はありま

せん。 

  

４ 【経営上の重要な契約等】 

該当事項はありません。 

  

  

５ 【研究開発活動】 

該当事項はありません。 

  

事業部門の名称 金 額 構成比(％) 

不動産鑑定・コンサルティング事業 （千円） 94,720 1.8 

不動産投資ファンド・サポート事業 （千円） 77,334 1.5 

不動産マネジメント事業 （千円） 274,251 5.2 

不動産流動化事業 （千円） 4,836,290 91.5 

合計 （千円） 5,282,597 100.0 



第３ 【設備の状況】 

１ 【主要な設備投資等の概要】 

当中間会計期間において、主要な設備に重要な異動はありません。 

  

２ 【設備の新設、除却等の計画】 

前事業年度末において、計画中または実施中の重要な設備の新設、除却等はありません。また、当中間会計期間に

おいて、新たに確定した重要な設備の新設、除却等はありません。 

  



第４ 【提出会社の状況】 

１ 【株式等の状況】 

(1) 【株式の総数等】 

① 【株式の総数】 

  

  

② 【発行済株式】 

  

（注）(1)普通株式は完全議決権株式であり、権利内容に何ら限定のない当社における標準となる株式であります。 

(2)当社株式は、平成19年10月19日からジャスダック証券取引所に上場されております。 

 (3)提出日現在の発行数には、平成19年12月１日からこの半期報告書提出日までの新株予約権の行使により発行された株式数

は含まれておりません。  

種類 発行可能株式総数(株) 

普通株式 100,000 

計 100,000 

種類 
中間会計期間末 
現在発行数(株) 

(平成19年９月30日) 

提出日現在
発行数(株) 

(平成19年12月20日)

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品 

取引業協会名 
内容 

普通株式 28,620 35,230 ジャスダック証券取引所 ― 

計 28,620 35,230 ― ― 



(2) 【新株予約権等の状況】 

 平成13年改正旧商法第280条ノ20及び商法第280条ノ21に基づき発行した新株予約権は、次のとおりであります。 

①平成17年８月８日臨時株主総会決議 

(注) １ 新株予約権１個につき目的となる株式数は、２株であります。 
２ 当社が株式分割または株式併合を行う場合は、当該基準日の翌日において次の算式により１株当たりの行使価額を調整
し、調整による１円未満の端数は切り上げる。 

  

また当社が行使価額を下回る価額で新株を発行する場合（ただし、新株予約権の行使による場合を除く）または自己株
式を処分する場合は、次の算式（コンバージョン・プライス方式）により１株当たりの行使価額を調整し、調整による
１円未満の端数は切上げる。 

  

   上記算式において「既発行株式数」とは、当社の発行済株式数から当社が保有する自己株式数を控除した数とし、自己
株式の処分を行う場合には「新規発行株式数」を「処分する自己株式数」、「１株当たり払込金額」を「１株当たり処
分金額」に読み替えるものとする。 

さらに当社が他社と吸収合併もしくは新設合併を行う場合、または当社が吸収分割もしくは新設分割を行う場合、その
他これらの場合に準じて行使価額の調整を必要とする場合、当社は必要と認める払込金額の調整を行う。 

    ３ 新株予約権の行使条件 

①新株予約権の割当を受けた者（以下「新株予約権者」という。）は、権利行使時においても、当社または当社子会社
の取締役、使用人または監査役の地位にあることを要する。ただし、任期満了による退任、定年退職その他正当な理
由があり取締役会が認めた場合にはこの限りではない。 

②新株予約権者が新株予約権を行使できる期間中に死亡した場合、その者の相続人は新株予約権を行使することができ
る。 

③新株予約権の譲渡、質入その他の処分は認めない。 
④その他の条件については、平成17年８月８日開催の臨時株主総会及び平成17年８月30日の取締役会決議に基づき、当
社と新株予約権の割当を受けたものとの間で締結する「新株予約権割当契約書」に定められています。 

  
中間会計期間末現在
(平成19年９月30日) 

提出日の前月末現在 
(平成19年11月30日) 

新株予約権の数（個） 550（注）１ 同左 

新株予約権のうち自己新株予約権の数 ― ― 

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 同左 

新株予約権の目的となる株式の数（株） (注)２ 1,100 同左 

新株予約権の行使時の払込金額（円） (注)２ 14,000 同左 

新株予約権の行使期間 
平成17年９月１日から
平成27年８月31日まで 

同左 

新株予約権の行使により株式を発行する場合の 
株式の発行価格及び資本組入額（円）（注)１ 

発行価格  14,000
資本組入額  7,000 

同左 

新株予約権の行使の条件 (注)３ 同左 

新株予約権の譲渡に関する事項 

新株予約権の全部または一部
につき第三者に対して譲渡す
る場合は当社取締役会の承認
を要する。(注)３ 

同左 

代用払込みに関する事項 ― ― 

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する
事項 

― ― 

調整後 
行使価額 

＝ 
調整前 
行使価額 

× 
１ 

分割・併合の比率 

調整後 
行使価額 

＝ 
既発行株式数×調整前行使価額＋新規発行株式数×１株当たり払込金額 

既発行株式数＋新規発行株式数 



 ②平成17年８月８日臨時株主総会決議 

(注) １ 新株予約権１個につき目的となる株式数は、２株であります。 
２ 当社が株式分割または株式併合を行う場合は、当該基準日の翌日において次の算式により１株当たりの行使価額を調整
し、調整による１円未満の端数は切り上げる。 

  

また当社が行使価額を下回る価額で新株を発行する場合（ただし、新株予約権の行使による場合を除く）または自己株
式を処分する場合は、次の算式（コンバージョン・プライス方式）により１株当たりの行使価額を調整し、調整による
１円未満の端数は切上げる。 

  

   上記算式において「既発行株式数」とは、当社の発行済株式数から当社が保有する自己株式数を控除した数とし、自己
株式の処分を行う場合には「新規発行株式数」を「処分する自己株式数」、「１株当たり払込金額」を「１株当たり処
分金額」に読み替えるものとする。 

さらに当社が他社と吸収合併もしくは新設合併を行う場合、または当社が吸収分割もしくは新設分割を行う場合、その
他これらの場合に準じて行使価額の調整を必要とする場合、当社は必要と認める払込金額の調整を行う。 

    ３ 新株予約権の行使条件 

①新株予約権の割当を受けた者（以下「新株予約権者」という。）は、権利行使時においても、当社または当社子会社
の取締役、使用人または監査役の地位にあることを要する。ただし、任期満了による退任、定年退職その他正当な理
由があり取締役会が認めた場合にはこの限りではない。 

②新株予約権者は、割当てを受けた本新株予約権の行使にあたっては、次の条件に従う。 
（ⅰ）平成19年９月１日から平成20年８月31日の期間については割当個数の50％を上限とする。 
（ⅱ）平成20年９月１日から平成21年８月31日の期間については割当個数の50％を上限とする。 
ただし、（ⅰ）に新株予約権を一部行使した場合、あるいは行使しなかった場合には、その権利は持ち越され、
（ⅱ）の期間にすべての新株予約権を行使できるものとする。なお、（ⅰ）に行使株式数に端数が生じる場合におい
ては、端数株式数は（ⅱ）の期間に持ち越されるものとする。 

③新株予約権者が新株予約権を行使できる期間中に死亡した場合、その者の相続人は新株予約権を行使することができ
る。 

④新株予約権の譲渡、質入その他の処分は認めない。 
⑤その他の条件については、平成17年８月８日開催の臨時株主総会及び平成17年８月30日の取締役会決議に基づき、当
社と新株予約権の割当を受けたものとの間で締結する「新株予約権割当契約書」に定められています。 

  
中間会計期間末現在
(平成19年９月30日) 

提出日の前月末現在 
(平成19年11月30日) 

新株予約権の数（個） 1,317(注)１ 712(注)１ 

新株予約権のうち自己新株予約権の数 ― ― 

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 同左 

新株予約権の目的となる株式の数（株） (注)２ 2,634 1,424 

新株予約権の行使時の払込金額（円） (注)２ 14,000 同左 

新株予約権の行使期間 
平成19年９月１日から
平成21年８月31日まで 

同左 

新株予約権の行使により株式を発行する場合の 
株式の発行価格及び資本組入額（円）（注)１ 

発行価格  14,000
資本組入額  7,000 

同左 

新株予約権の行使の条件 (注)３ 同左 

新株予約権の譲渡に関する事項 

新株予約権の全部または一部
につき第三者に対して譲渡す
る場合は当社取締役会の承認
を要する。(注)３ 

同左 

代用払込みに関する事項 ― ― 

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に 
関する事項 

― ― 

調整後 
行使価額 

＝ 
調整前 
行使価額 

× 
１ 

分割・併合の比率 

調整後 
行使価額 

＝ 
既発行株式数×調整前行使価額＋新規発行株式数×１株当たり払込金額 

既発行株式数＋新規発行株式数 



 ③平成18年３月14日臨時株主総会決議 

(注)１ 新株予約権１個につき目的となる株式数は、２株であります。 
 ２ 当社が株式分割または株式併合を行う場合は、当該基準日の翌日において次の算式により１株当たりの行使価額を調整

し、調整による１円未満の端数は切り上げる。 
  

また当社が行使価額を下回る価額で新株を発行する場合（ただし、新株予約権の行使による場合を除く）または自己株
式を処分する場合は、次の算式（コンバージョン・プライス方式）により１株当たりの行使価額を調整し、調整による
１円未満の端数は切上げる。 

  

   上記算式において「既発行株式数」とは、当社の発行済株式数から当社が保有する自己株式数を控除した数とし、自己
株式の処分を行う場合には「新規発行株式数」を「処分する自己株式数」、「１株当たり払込金額」を「１株当たり処
分金額」に読み替えるものとする。 

さらに当社が他社と吸収合併もしくは新設合併を行う場合、または当社が吸収分割もしくは新設分割を行う場合、その
他これらの場合に準じて行使価額の調整を必要とする場合、当社は必要と認める払込金額の調整を行う。 

    ３ 新株予約権の行使条件 

①新株予約権の割当を受けた者（以下「新株予約権者」という。）は、権利行使時においても、当社または当社子会社
の取締役、使用人または監査役の地位にあることを要する。ただし、任期満了による退任、定年退職その他正当な理
由があり取締役会が認めた場合にはこの限りではない。 

②新株予約権者は、割当てを受けた本新株予約権の行使にあたっては、次の条件に従う。 
（ⅰ）平成20年４月１日から平成21年３月31日の期間については割当個数の50％を上限とする。 
（ⅱ）平成21年４月１日から平成22年３月31日の期間については割当個数の50％を上限とする。 
ただし、（ⅰ）に新株予約権を一部行使した場合、あるいは行使しなかった場合には、その権利は持ち越され、
（ⅱ）の期間にすべての新株予約権を行使できるものとする。なお、（ⅰ）に行使株式数に端数が生じる場合におい
ては、端数株式数は（ⅱ）の期間に持ち越されるものとする。 

③新株予約権者が新株予約権を行使できる期間中に死亡した場合、その者の相続人は新株予約権を行使することができ
る。 

④新株予約権の譲渡、質入その他の処分は認めない。 
⑤その他の条件については、平成 18年３月 14日開催の臨時株主総会及び平成 18年３月 30日の取締役会決議に基づき、
当社と新株予約権の割当を受けたものとの間で締結する「新株予約権割当契約書」に定められています。 

  

 ④平成19年３月12日臨時株主総会決議 

  
中間会計期間末現在
(平成19年９月30日) 

提出日の前月末現在 
(平成19年11月30日) 

新株予約権の数（個） 231 (注)１ 同左 

新株予約権のうち自己新株予約権の数 ― ― 

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 同左 

新株予約権の目的となる株式の数（株） (注)２ 462 同左 

新株予約権の行使時の払込金額（円） (注)２ 75,000 同左 

新株予約権の行使期間 
平成20年４月１日から
平成22年３月31日まで 

同左 

新株予約権の行使により株式を発行する場合の 
株式の発行価格及び資本組入額（円）（注)１ 

発行価格  75,000
資本組入額 37,500 

同左 

新株予約権の行使の条件 (注)３ 同左 

新株予約権の譲渡に関する事項 

新株予約権の全部または一部
につき第三者に対して譲渡す
る場合は当社取締役会の承認
を要する。(注)３ 

同左 

代用払込みに関する事項 ― ― 

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に 
関する事項 

― ― 

調整後 
行使価額 

＝ 
調整前 
行使価額 

× 
１ 

分割・併合の比率 

調整後 
行使価額 

＝ 
既発行株式数×調整前行使価額＋新規発行株式数×１株当たり払込金額 

既発行株式数＋新規発行株式数 

  
中間会計期間末現在
(平成19年９月30日) 

提出日の前月末現在 
(平成19年11月30日) 

新株予約権の数（個） 197 195 

新株予約権のうち自己新株予約権の数（個） ― ― 

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 同左 



(注) １ 当社が株式分割または株式併合を行う場合は、当該基準日の翌日において次の算式により１株当たりの行使価額を調整
し、調整による１円未満の端数は切り上げる。 

  

また当社が行使価額を下回る価額で新株を発行する場合（ただし、新株予約権の行使による場合を除く）または自己株
式を処分する場合は、次の算式（コンバージョン・プライス方式）により１株当たりの行使価額を調整し、調整による
１円未満の端数は切上げる。 

  

   上記算式において「既発行株式数」とは、当社の発行済株式数から当社が保有する自己株式数を控除した数とし、自己
株式の処分を行う場合には「新規発行株式数」を「処分する自己株式数」、「１株当たり払込金額」を「１株当たり処
分金額」に読み替えるものとする。 

さらに当社が他社と吸収合併もしくは新設合併を行う場合、または当社が吸収分割もしくは新設分割を行う場合、その
他これらの場合に準じて行使価額の調整を必要とする場合、当社は必要と認める払込金額の調整を行う。 

    ２ 新株予約権の行使条件 

①新株予約権の割当を受けた者（以下「新株予約権者」という。）は、権利行使時においても、当社または当社子会社
の取締役、使用人または監査役の地位にあることを要する。ただし、任期満了による退任、定年退職その他正当な理
由があり取締役会が認めた場合にはこの限りではない。 

②新株予約権者は、割当てを受けた本新株予約権の行使にあたっては、次の条件に従う。 
（ⅰ）平成21年４月１日から平成22年３月31日の期間については割当個数の50％を上限とする。 
（ⅱ）平成22年４月１日から平成23年３月31日の期間については割当個数の50％を上限とする。 
ただし、（ⅰ）に新株予約権を一部行使した場合、あるいは行使しなかった場合には、その権利は持ち越され、
（ⅱ）の期間にすべての新株予約権を行使できるものとする。なお、（ⅰ）に行使株式数に端数が生じる場合におい
ては、端数株式数は（ⅱ）の期間に持ち越されるものとする。 

③新株予約権者が新株予約権を行使できる期間中に死亡した場合、その者の相続人は新株予約権を行使することができ
る。 

④新株予約権の譲渡、質入その他の処分は認めない。 
⑤その他の条件については、平成 19年３月 12日開催の臨時株主総会及び平成 19年３月 12日の取締役会決議に基づき、
当社と新株予約権の割当を受けたものとの間で締結する「新株予約権割当契約書」に定められています。 

    ３ 組織再編成行為時の取扱い 

当社が、合併（合併により当社が消滅する場合に限る。）、吸収分割、新設分割、株式交換または株式移転（以上を総
称して以下、「組織再編行為」という。）をする場合において、組織再編行為の効力発生の時点において残存する新株
予約権（以下、「残存新株予約権」という。）の新株予約権者に対し、それぞれの場合につき、会社法第236条第1項第8
号のイからホまでに掲げる株式会社（以下、「再編対象会社」という。）の新株予約権を以下の条件に基づきそれぞれ
交付することとする。その場合においては、残存新株予約権は消滅するものとする。 
ただし、以下の条件に沿って再編対象会社の新株予約権を交付する旨を、吸収合併契約、新設合併契約、吸収分割契
約、新設分割計画、株式交換契約または株式移転計画において定めた場合に限るものとする。 
①交付する再編対象会社の新株予約権の数 
組織再編行為の効力発生の時点における残存新株予約権の新株予約権者が保有する新株予約権の数と同一の数をそ
れぞれ交付するものとする。 

②新株予約権の目的となる再編対象会社の株式の種類 
再編対象会社の普通株式とする。 

③新株予約権の目的となる再編対象会社の株式の数 
組織再編行為の条件等を勘案のうえ、決定する。 

④新株予約権の行使に際して出資される財産の価額またはその算定方法 
組織再編行為の条件等を勘案のうえ、決定する。 

⑤新株予約権を行使することができる期間 
残存新株予約権を行使することができる期間の開始日と組織再編行為の効力発行日のうちいずれか遅い日から、残
存新株予約権を行使することができる期間の満了日までとする。 

⑥新株予約権の譲渡制限 

新株予約権の目的となる株式の数（株） (注)１ 197 195 

新株予約権の行使時の払込金額（円） (注)１ 82,000 同左 

新株予約権の行使期間 
平成21年４月１日から
平成23年３月31日まで 

同左 

新株予約権の行使により株式を発行する場合の 
株式の発行価格及び資本組入額（円）（注)１、３ 

発行価格  82,000
資本組入額 41,000 

同左 

新株予約権の行使の条件 (注)２ 同左 

新株予約権の譲渡に関する事項 

新株予約権の全部または一部
につき第三者に対して譲渡す
る場合は当社取締役会の承認
を要する。(注)２ 

同左 

代用払込みに関する事項 ― ― 

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に 
関する事項 

(注)３ 同左 

新株予約権の取得条項に関する事項 (注)４ 同左 

調整後 
行使価額 

＝ 
調整前 
行使価額 

× 
１ 

分割・併合の比率 

調整後 
行使価額 

＝ 
既発行株式数×調整前行使価額＋新規発行株式数×１株当たり払込金額 

既発行株式数＋新規発行株式数 



譲渡による新株予約権の取得については、再編対象会社の承認を要するものとする。 
⑦新株予約権の行使により株式を発行する場合における増加する資本金及び資本準備金に関する事項 
組織再編行為の条件を勘案のうえ、決定する。 

４ 新株予約権の取得条項 
  ①当社は消滅会社となる合併契約書が承認されたとき、当社が完全子会社となる株式交換契約書承認の議案または株

式移転の議案につき株主総会で承認されたときは、当社は新株予約権を無償で取得することができる。 
  ②当社は取締役会の決議によりいつでも新株予約権を無償で取得することができる。 

  

(3) 【ライツプランの内容】 

     該当事項はありません。 

  

(4) 【発行済株式総数、資本金等の状況】 

  

（注）１ 平成19年10月18日を払込期日とする一般募集増資（ブックビルディング方式による募集）により発行済株式総数が、

5,400株、資本金が175,770千円、資本準備金が175,770千円増加しております。 

(発行価額51,000円、発行価格70,000円、引受価額65,100円、払込金額351,540千円、資本組入額175,770千円) 

２ 平成19年10月19日から平成19年10月31日までの間に、新株予約権の行使により、発行済株式総数が1,210株、資本金が

8,470千円、資本準備金が8,470千円増加しました。 

年月日 
発行済株式 
総数増減数 

(株) 

発行済株式
総数残高 
(株) 

資本金増減額
  

(千円) 

資本金残高
  

(千円) 

資本準備金 
増減額 
(千円) 

資本準備金
残高 
(千円) 

平成19年４月１日～ 

平成19年９月30日 

― 28,620 ― 242,530 ― 176,423 



(5) 【大株主の状況】 

平成19年９月30日現在 

  

(6) 【議決権の状況】 

① 【発行済株式】 

平成19年９月30日現在 

  

  

  

  

② 【自己株式等】 

平成19年９月30日現在 

氏名又は名称 住所
所有株式数

(株) 

発行済株式 
総数に対する 
所有株式数 
の割合(％) 

田中 秀夫 東京都港区 17,466 61.02 

有限会社リバティ－ハウス 東京都港区海岸1-1-1-3303 2,540 8.87 

増田 努 東京都西東京市 1,400 4.89 

みずほキャピタル第２号投資事業有

限責任組合 
東京都中央区日本橋兜町4-3 800 2.79 

アセット・マネジャーズ株式会社 
東京都千代田区内幸町1-1-1 

帝国ホテルタワー17階 
610 2.13 

MUFGベンチャーキャピタル１号 

投資事業有限責任組合 
東京都中央区京橋2-14-1 600 2.09 

投資事業組合オリックス10号 東京都港区浜松町2-4-1 500 1.74 

りそなキャピタル株式会社 東京都中央区京橋1-3-1 500 1.74 

諸井 督昌 東京都葛飾区 400 1.39 

安達 俊秀 東京都西東京市 400 1.39 

みずほキャピタル株式会社 東京都中央区日本橋兜町4-3 400 1.39 

計 ― 25,616 89.50 

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容 

無議決権株式 ― ― ― 

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ― 

議決権制限株式(その他) ― ― ― 

完全議決権株式(自己株式等) ― ― ― 

完全議決権株式(その他) 普通株式 28,620 28,620 ― 

単元未満株式 ― ― ― 

発行済株式総数 28,620 ― ― 

総株主の議決権 ― 28,620 ― 

所有者の氏名 
又は名称 

所有者の住所 
自己名義
所有株式数 

(株) 

他人名義
所有株式数 

(株) 

所有株式数 
の合計 
(株) 

発行済株式
総数に対する
所有株式数 



  

２ 【株価の推移】 

【当該中間会計期間における月別最高・最低株価】 

当社株式は、非上場でありましたので、該当事項はありません。 

なお、当社株式は、平成19年10月19日からジャスダック証券取引所に上場されております。 

  

３ 【役員の状況】 

有価証券届出書提出日後、当半期報告書提出日までの役員の異動は、次のとおりであります。 

  

 (1) 新任役員 

   該当事項はありません。 

  

 (2) 退任役員 

   該当事項はありません。 

  

 (3) 役職の異動 

  

の割合(％)

― ― ― ― ― ― 

計 ― ― ― ― ― 

新役名及び職名 旧役名及び職名 氏名 異動年月日 

代表取締役社長 

(兼)不動産流動化事業本部 本部長 
代表取締役社長 田中秀夫 平成19年11月13日 



第５ 【経理の状況】 

１ 中間財務諸表の作成方法について 

(1) 当社の中間財務諸表は、「中間財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和52年大蔵省令第38

号。以下「中間財務諸表等規則」という。）に基づいて作成しております。 

(2) 当半期報告書は、最初に提出するものでありますので、前年同期との対比は行っておりません。 

  

２ 監査証明について 

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、当中間会計期間（平成19年４月１日から平成19年９月

30日まで）の中間財務諸表について、監査法人トーマツにより中間監査を受けております。 

  

３ 中間連結財務諸表について 

「中間連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成11年大蔵省令第24号）第５条第２項により、

当社では、子会社の資産、売上高等からみて、当企業集団の財政状態及び経営成績に関する合理的な判断を誤らせな

い程度に重要性が乏しいものとして、中間連結財務諸表は作成しておりません。 

なお、資産基準、売上高基準、利益基準及び利益剰余金基準による割合を示すと次のとおりであります。 

  資産基準     0.0% 

  売上高基準    0.0% 

  利益基準    △0.1% 

  利益剰余金基準 △0.4% 

(注) 割合の算定において、会社間における債権債務及び資産に含まれる未実現損益並びに会社間取引の消去は行っ

ておりません。 



【中間財務諸表等】 

(1) 【中間財務諸表】 

① 【中間貸借対照表】 

  

  

  
当中間会計期間末
(平成19年９月30日) 

前事業年度の要約貸借対照表 
(平成19年３月31日) 

区分 
注記 
番号 

金額(千円)
構成比
(％) 

金額(千円) 
構成比
(％) 

(資産の部)               

Ⅰ 流動資産               

１ 現金及び預金   1,110,827     1,104,433     

２ 売掛金   28,501     18,190     

３ 販売用不動産 ※2 5,595,526     5,343,951     

４ 未成工事支出金 ※2 521,793     671,230     

５ その他   162,082     163,357     

貸倒引当金   △3,132     ―     

流動資産合計     7,415,598 98.8   7,301,164 98.8 

Ⅱ 固定資産               

１ 有形固定資産 ※1 23,955     21,986     

２ 無形固定資産   1,978     2,356     

３ 投資その他の資産   66,730     66,038     

固定資産合計     92,663 1.2   90,381 1.2 

資産合計     7,508,262 100.0   7,391,546 100.0 

                

(負債の部)               

Ⅰ 流動負債               

１ 買掛金   58,137     46,347     

２ 短期借入金 
※ 

2.4.5 
2,973,600     4,581,000     

３ １年内返済予定 

  長期借入金 
※2 1,098,446     185,264     

４ １年内償還予定 

  社債 
  60,000     30,000     

５ 賞与引当金   36,690     34,672     

６ その他 ※3 521,337     389,333     

流動負債合計     4,748,210 63.3   5,266,616 71.2 

Ⅱ 固定負債               

１ 社債   110,000     55,000     

２ 長期借入金 ※2.4 1,333,405     1,021,695     

３ その他   1,110     ―     

固定負債合計     1,444,515 19.2   1,076,695 14.6 

負債合計     6,192,726 82.5   6,343,311 85.8 

       



  

  

  
当中間会計期間末
(平成19年９月30日) 

前事業年度の要約貸借対照表 
(平成19年３月31日) 

区分 
注記 
番号 

金額(千円)
構成比
(％) 

金額(千円) 
構成比
(％) 

(純資産の部)               

Ⅰ 株主資本               

１ 資本金     242,530 3.2   242,530 3.3 

２ 資本剰余金               

（1）資本準備金   176,423     176,423     

 資本剰余金合計     176,423 2.4   176,423 2.4 

３ 利益剰余金               

（1）利益準備金   7,500     7,500     

（2）その他利益剰余金               

   繰越利益剰余金   887,463     622,168     

 利益剰余金合計     894,963 11.9   629,668 8.5 

 株主資本合計     1,313,916 17.5   1,048,621 14.2 

Ⅱ 評価・換算差額等               

１ その他有価証券 

  評価差額金 
    1,619 0.0   △386 0.0 

 評価・換算差額等合計     1,619 0.0   △386 0.0 

 純資産合計     1,315,535 17.5   1,048,234 14.2 

 負債純資産合計     7,508,262 100.0   7,391,546 100.0 

       



② 【中間損益計算書】 

  

  
当中間会計期間

(自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日) 

前事業年度の要約損益計算書 
(自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日) 

区分 
注記 
番号 

金額(千円)
百分比
(％) 

金額(千円) 
百分比
(％) 

Ⅰ 売上高     5,282,597 100.0   7,929,274 100.0 

Ⅱ 売上原価     4,426,943 83.8   6,663,025 84.0 

売上総利益     855,653 16.2   1,266,249 16.0 

Ⅲ 販売費及び一般管理費     290,452 5.5   546,413 6.9 

営業利益     565,201 10.7   719,835 9.1 

Ⅳ 営業外収益 ※1   1,716 0.0   1,351 0.0 

Ⅴ 営業外費用 ※2   112,461 2.1   162,052 2.0 

経常利益     454,457 8.6   559,135 7.1 

Ⅵ 特別利益 ※3   ― ―   39,960 0.4 

Ⅶ 特別損失 ※4   2,284 0.0   514 0.0 

税引前中間（当期）純利益     452,173 8.6 598,581 7.5

法人税、住民税及び事業税   190,784     277,440     

法人税等調整額   △3,906 186,877 3.6 △6,473 270,967 3.4 

中間（当期）純利益     265,295 5.0   327,613 4.1 

       



③ 【中間株主資本等変動計算書】 

当中間会計期間（自 平成19年４月１日 至 平成19年９月30日） 

  

  

  

  

株主資本 

資本金 

資本剰余金 利益剰余金 

資本準備金 利益準備金 
その他利益剰余金 

繰越利益剰余金 

平成19年３月31日残高(千円) 242,530 176,423 7,500 622,168 

中間会計期間中の変動額         

 中間純利益       265,295 

 株主資本以外の項目の中間 
 会計期間中の変動額(純額)         

中間会計期間中の変動額合計 
(千円) ― ― ― 265,295 

平成19年９月30日残高(千円) 242,530 176,423 7,500 887,463 

  
株主資本 評価・換算差額等 

純資産合計 
株主資本合計 

その他

有価証券評価差額金 
評価・換算差額等合計

平成19年３月31日残高(千円) 1,048,621 △386 △386 1,048,234 

中間会計期間中の変動額         

 中間純利益 265,295     265,295 

 株主資本以外の項目の中間 
 会計期間中の変動額(純額)   2,005 2,005 2,005 

中間会計期間中の変動額合計 
(千円) 265,295 2,005 2,005 267,301 

平成19年９月30日残高(千円) 1,313,916 1,619 1,619 1,315,535 



前事業年度（自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日） 

  

  

  

株主資本 

資本金 

資本剰余金 利益剰余金 

資本準備金 利益準備金 
その他利益剰余金 

繰越利益剰余金 

平成18年３月31日残高(千円) 242,530 176,423 7,500 294,554 

事業年度中の変動額         

 当期純利益       327,613 

 株主資本以外の項目の事業年度
中の変動額(純額)         

事業年度中の変動額合計 
(千円) ― ― ― 327,613 

平成19年３月31日残高(千円) 242,530 176,423 7,500 622,168 

  
株主資本 評価・換算差額等 

純資産合計 
株主資本合計 

その他

有価証券評価差額金 
評価・換算差額等合計

平成18年３月31日残高(千円) 721,007 90 90 721,097 

事業年度中の変動額         

 当期純利益 327,613     327,613 

 株主資本以外の項目の事業年度
中の変動額(純額)   △476 △476 △476 

事業年度中の変動額合計 
(千円) 327,613 △476 △476 327,137 

平成19年３月31日残高(千円) 1,048,621 △386 △386 1,048,234 



④ 【中間キャッシュ・フロー計算書】 

  

   
当中間会計期間 

(自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日) 

前事業年度の 
要約キャッシュ・フロー 

計算書 
(自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日) 

区分 
注記
番号

金額（千円） 金額（千円） 

Ⅰ 営業活動によるキャッシュ・フロー       

 １．税引前中間（当期）純利益   452,173 598,581 

 ２．減価償却費   3,947 7,423 

 ３．貸倒引当金の増加額   3,132 ― 

 ４．賞与引当金の増加額   2,018 10,350 

 ５．受取利息及び受取配当金   △987 △604 

 ６．支払利息   90,276 126,254 

 ７．シンジケートローン手数料   2,500 22,636 

 ８．支払手数料   9,452 11,269 

 ９．投資有価証券評価損   2,278 ― 

 10．社債発行費   1,409 954 

 11．固定資産売却益   ― △37,669 

 12. 抱合せ株式消滅差益   ― △2,161 

 13．固定資産除却損   6 514 

 14．売上債権の増加額   △10,310 △5,386 

 15．仕入債務の増加額   11,790 18,349 

 16．たな卸資産の増加額   △102,138 △2,122,591 

 17．その他   117,284 △12,895 

   小計   582,832 △1,384,975 

 18．利息及び配当金の受取額   987 604 

 19．利息の支払額    △85,094 △127,248 

 20. シンジケートローン手数料の支払額   ― △27,220 

 21. 法人税等の支払額   △179,668 △266,770 

営業活動によるキャッシュ・フロー   319,057 △1,805,609 



  

  

   
当中間会計期間 

(自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日) 

前事業年度の 
要約キャッシュ・フロー 

計算書 
(自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日) 

区分 
注記
番号

金額（千円） 金額（千円） 

Ⅱ 投資活動によるキャッシュ・フロー       

 １．有形固定資産の取得による支出   △3,814 △9,897 

 ２．有形固定資産の売却による収入   ― 103,597 

 ３．無形固定資産の取得による支出   ― △360 

 ４．投資有価証券の取得による支出   ― △7,000 

 ５．投資有価証券の出資払戻による収入   ― 50,000 

 ６．関係会社に対する出資による支出   ― △3,000 

 ７．その他   △479 △1,607 

投資活動によるキャッシュ・フロー   △4,293 131,731 

Ⅲ 財務活動によるキャッシュ・フロー       

 １．短期借入れによる収入   1,869,000 8,026,100 

 ２．短期借入金の返済による支出   △3,476,400 △6,065,876 

 ３．長期借入れによる収入   2,420,500 1,127,000 

 ４．長期借入金の返済による支出   △1,195,608 △1,170,328 

 ５．社債の発行による収入   98,590 49,045 

 ６．社債の償還による支出   △15,000 △10,000 

 ７．その他   △9,452 △11,269 

財務活動によるキャッシュ・フロー   △308,369 1,944,671 

Ⅳ 現金及び現金同等物の増加額   6,393 270,794 

Ⅴ 現金及び現金同等物の期首残高   1,104,433 830,548 

Ⅵ 非連結子会社の合併に伴う現金及び現金 

  同等物の増加額 
  ― 3,090 

Ⅶ 現金及び現金同等物の中間期末（期末） 

  残高 
※ 1,110,827 1,104,433 



中間財務諸表作成の基本となる重要な事項 

項目 
当中間会計期間

(自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日) 

前事業年度 
(自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日) 

１ 資産の評価基準及び評価

方法 

(1)有価証券 

①その他有価証券 

 時価のあるもの 

 中間決算日の市場価格等に基づく

時価法（評価差額は全部純資産直入

法により処理し、売却原価は移動平

均法により算定） 

 時価のないもの 

 移動平均法による原価法 

(1)有価証券 

①その他有価証券 

 時価のあるもの 

 決算日の市場価格等に基づく時価

法（評価差額は全部純資産直入法に

より処理し、売却原価は移動平均法

により算定） 

 時価のないもの 

 移動平均法による原価法 

  ― ②組合出資持分 

投資事業有限責任組合及びそれに類

する組合への出資（証券取引法第２条

第２項により有価証券とみなされるも

の）については、組合契約に規定され

る決算報告日に応じて入手可能な最近

の決算書を基礎とし、持分相当額を純

額で取り込む方法によっております。 

  (2)たな卸資産 

①販売用不動産 

 個別法による原価法 

(2)たな卸資産 

①販売用不動産 

同 左 

  ②未成工事支出金 

 個別法による原価法 

②未成工事支出金 

同 左 

２ 固定資産の減価償却の方

法 
(1) 有形固定資産 

平成19年３月31日以前に取得した有形

固定資産 

旧定率法（但し、平成10年４月１日

以降に取得した建物（建物付属設備を

除く）については旧定額法） 

  

平成19年４月１日以降に取得した有形

固定資産 

定率法（但し、建物（建物付属設備

を除く）については定額法） 

なお、主な耐用年数は以下のとおり

であります。 

建物    15年～18年 

工具、器具及び備品 

４年～15年 

(1) 有形固定資産 

定率法（但し、平成10年４月１日以

降に取得した建物（建物付属設備を除

く）については定額法） 

なお、主な耐用年数は以下のとおり

であります。 

建物    15年～18年 

工具、器具及び備品 

４年～15年 



  

  

項目 
当中間会計期間

(自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日) 

前事業年度 
(自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日) 

  （会計方針の変更） 

法人税法の改正（「所得税法等の

一部を改正する法律」（平成19年３

月30日 法律第６号）及び「法人税法

施行令の一部を改正する政令」（平

成19年３月30日 政令第83号））に伴

い、平成19年４月１日以降に取得し

た有形固定資産の減価償却費の計上

については、改正後の法人税法に基

づく方法に変更しております。 

なお、この変更が営業利益、経常

利益及び税引前中間純利益に与える

影響は軽微であります。 

― 

  (2) 無形固定資産 

定額法 

なお、自社利用のソフトウェアにつ

いては、社内における利用可能期間

（５年）に基づく定額法によっており

ます。 

(2) 無形固定資産 

同 左 

３ 引当金の計上基準 (1)貸倒引当金 

 債権の貸倒れによる損失に備えるた

め、一般債権については貸倒実績率に

より、貸倒懸念債権等特定の債権につ

いては個別に回収可能性を勘案し、回

収不能見込額を計上することとしてお

ります。  

(1)貸倒引当金 

同 左 

  (2)賞与引当金 

 従業員の賞与の支給に備えるため、

支給見込額のうち当中間会計期間に負

担すべき額を計上しております。 

(2)賞与引当金 

 従業員の賞与の支給に備えるため、

支給見込額のうち当期に負担すべき額

を計上しております。 

４ リース取引の処理方法 リース物件の所有権が借主に移転す

ると認められるもの以外のファイナン

ス・リース取引については、通常の賃

貸借取引に係る方法に準じた会計処理

によっております。 

同 左 

５ 中間キャッシュ・フロー

計算書（キャッシュ・フ

ロー計算書）における資

金の範囲 

 手許現金、要求払預金及び取得日か

ら３ヶ月以内に満期日の到来する流動

性の高い、容易に換金可能であり、か

つ、価値の変動について僅少なリスク

しか負わない短期的な投資からなって

おります。 

同 左 

６ その他中間財務諸表（財

務諸表）作成のための基

本となる重要な事項 

消費税等の会計処理 

 税抜方式によっております。なお、

中間会計期間に発生した控除対象外消

費税等は、中間会計期間の費用として

おります。 

消費税等の会計処理 

 税抜方式によっております。なお、

控除対象外消費税等は、発生事業年度

の期間費用としております。 



中間財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更 

  

次へ 

項目 
当中間会計期間

(自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日) 

前事業年度 
(自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日) 

１ 貸借対照表の純資産の部

の表示に関する会計基準

等 

― 当事業年度より「貸借対照表の純資

産の部の表示に関する会計基準」（平

成17年12月９日 企業会計基準第５

号）及び「貸借対照表の純資産の部の

表示に関する会計基準等の適用指針」

（平成17年12月９日 企業会計基準適

用指針第８号）を適用しております。

この適用に伴う損益に与える影響はあ

りません。なお、従来の「資本の部」

の合計に相当する金額は1,048,234千

円であります。 

財務諸表等規則の改正により、当事

業年度における財務諸表は、改正後の

財務諸表等規則により作成しておりま

す。 

  

２ 企業結合に係る会計基準 

等 

― 当事業年度より「企業結合に係る会

計基準」（平成15年10月31日 企業会

計審議会）及び「企業結合会計基準及

び事業分離等会計基準に関する適用指

針」（最終改正平成18年12月22日 企

業会計基準適用指針第10号）を適用し

ております。この適用に伴い、株式会

社エー・ディー・エステートの吸収合

併に伴う抱合せ株式消滅差益2,161千

円を特別利益に計上したため、税引前

当期純利益が同額増加しております。 

  

３ 匿名組合損益の表示区分

の変更 

― 匿名組合契約に基づく投資による損

益の持分相当額については、従来、営

業外損益の「その他」に計上しており

ましたが、金額的重要性が増すことが

予想されることおよび不動産関連金融

商品への投資を主たる事業目的と認識

するに至ったことから、当事業年度よ

り当該損益の持分相当額が利益の場合

は売上高の「不動産投資ファンド・サ

ポート事業収入」とし、損失の場合は

売上原価の「不動産投資ファンド・サ

ポート事業原価」として計上すること

といたしました。 

この結果、従来と同一の方法によっ

た場合と比較して、売上高および営業

利益はそれぞれ5,598千円増加し、営

業外収益は同額減少しておりますが、

経常利益および税引前当期純利益に与

える影響はありません。 



注記事項 

(中間貸借対照表関係) 

  

  

当中間会計期間末
(平成19年９月30日) 

前事業年度末
(平成19年３月31日) 

※１ 有形固定資産の減価償却累計額 

16,728千円  

※１ 有形固定資産の減価償却累計額 

13,974千円

※２ 担保提供資産及び対応債務 

(1) 担保提供資産 

販売用不動産 5,378,326千円

未成工事支出金 521,793 〃

合計 5,900,120千円

※２ 担保提供資産及び対応債務 

(1) 担保提供資産 

販売用不動産 5,343,951千円

未成工事支出金 671,230 〃

合計 6,015,182千円

(2) 対応債務 

短期借入金  2,630,000千円

１年以内返済予定長期借入
金 

1,032,970 〃 

長期借入金 1,303,320 〃 

合計 4,966,290千円

(2) 対応債務 

短期借入金 4,291,000千円

１年以内返済予定長期借入
金 

114,800 〃 

長期借入金 962,200 〃 

合計 5,368,000千円

※３ 消費税等の取扱い 

 仮払消費税等及び仮受消費税等は相殺の上、流動負債

の「その他」に含めて表示しております。 

― 

  

※４ 財務制限条項 

（コミットメントライン契約） 

 借入金のうちコミットメントライン契約には財務制限

条項が付されており、次の各号に定める事由に一つでも

違反した場合には、契約条件が変更され、適用利率が変

更あるいはコミットメントが終了することがあります。 

(1)、(2)および(3)のいずれかに違反した場合、当該

違反した日またはそれ以降の日を取引日とする貸越金に

係る適用利率が短期プライムレート＋2.0％に変更され

ます。 

 (1)、(2)および(3)のうち二つ以上の条項に違反した

場合、または(4)に違反した場合、債権者によりいつで

も契約を終了させられることがあります。 

(1) 各事業年度の決算期（中間決算期を含まない。以

下、同じ。）の末日における貸借対照表に示される純資

産の部の金額について、平成18年３月期の決算期の末日

における貸借対照表における純資産額の90％以上にそれ

ぞれ維持すること。 

(2) 各事業年度の決算期にかかる損益計算書上の経常

損益に関して、それぞれ２期連続して経常損失を計上し

ないこと。 

※４ 財務制限条項 

（コミットメントライン契約） 

同 左 



  

  

当中間会計期間末
(平成19年９月30日) 

前事業年度末
(平成19年３月31日) 

(3) 各決算期において、レバレッジ倍率5.0倍以下を維

持すること。ここでいうレバレッジ倍率は、期末有利子

負債総額から期末現金及び預金並びに運転資金を引いた

金額を当期営業利益と当期減価償却費を加えた額で除し

た数値をいう。有利子負債総額とは、短期借入金、長期

借入金、社債および手形割引の合計をいい、運転資金と

は、「（売掛金＋受取手形＋たな卸資産）―（買掛金＋

支払手形）」をいうものとする。 

(4) 貸借対照表上の勘定科目である販売用不動産にお

いて同一物件が２単体決算期連続で計上されないこと。 

  

（シンジケートローン契約） 

 借入金のうちシンジケートローン契約には財務制限条

項が付されており、平成19年３月の決算以降の決算につ

き、決算期の末日において、以下の各号の条件（単体ベ

ース）を充足することを確約しており、これに違反した

場合には、多数貸付人の請求に基づくエージェントの借

入人に対する通知により、借入人は全貸付人およびエー

ジェントに対する本契約上のすべての債務について期限

の利益を失い、直ちに貸付の元本および利息その他本契

約に基づき借入人が支払義務を負担するすべての金員を

支払い、かつ全貸付人の貸付義務は消滅します。 

(1) 貸借対照表の純資産の部の金額から新株予約権お

よび繰延ヘッジ損益の合計金額を控除した金額を、平成

18年３月決算期末日における貸借対照表の資本の部の金

額の75％以上に維持すること。 

(2) 損益計算書上の経常損益につき、損失を計上しな

いこと。 

（シンジケートローン契約） 

同 左 

（個別金銭消費貸借契約） 

当社の借入金のうち、㈱りそな銀行との個別金銭消費

貸借契約（残高合計1,086,900千円）には財務制限条項

が付されており、下記のいずれかの条項に該当した場合

には、当該借入金の借入先に対し該当する借入金額を一

括返済することがあります。 

  

(1) ２期連続当期赤字 

２期連続当期赤字とは、最終の決算期およびその前の

決算期において、損益計算書（もしくはこれに準じるも

の）における当期利益が赤字である場合をいい、３期以

上連続して当期利益が赤字になる場合も改めてこの条項

に該当するものとします。 

  

(2) 債務超過 

債務超過とは、最終の決算期の貸借対照表において、

負債が資産を上回る状態をいいます。 

― 



  

  

(中間損益計算書関係) 

  

次へ 

当中間会計期間末
(平成19年９月30日) 

前事業年度末
(平成19年３月31日) 

※５ 当社は、運転資金の効率的な調達を行うため取引

銀行１行と当座貸越契約及び貸出コミットメント契約

を締結しております。 

 当中間期末における当座貸越契約及び貸出コミット

メントに係る借入金未実行残高は以下のとおりであり

ます。 

当座貸越契約及び 
貸出コミットメントの総額 100,000千円
借入実行残高 100,000 〃

差引額 ― 千円

※５ 当社は、運転資金の効率的な調達を行うため取引

銀行１行と当座貸越契約及び貸出コミットメント契約

を締結しております。 

 当事業年度末における当座貸越契約及び貸出コミッ

トメントに係る借入金未実行残高は以下のとおりであ

ります。 

当座貸越契約及び
貸出コミットメントの総額 100,000千円
借入実行残高 100,000 〃 

差引額 ― 千円

当中間会計期間
(自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日) 

前事業年度
(自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日) 

※１ 営業外収益の主なもの 

受取利息及び配当金 987千円

業務受託料 180 〃 

保険料返戻金 379 〃 

※１ 営業外収益の主なもの 

受取利息及び配当金 604千円 

業務受託料 390 〃  

保険料返戻金 265 〃  

※２ 営業外費用の主なもの 

支払利息 90,276千円

※２ 営業外費用の主なもの 

  

支払利息 126,254千円

シンジケートローン手数料 22,636 〃 

― ※３   特別利益の主なもの 

固定資産売却益 37,669千円

※４ 特別損失の主なもの 

投資有価証券評価損 2,278千円

※４ 特別損失の主なもの 

固定資産除却損 514千円

 ５ 減価償却実施額 

有形固定資産 3,568千円

無形固定資産 378 〃 

 ５ 減価償却実施額 

有形固定資産 6,678千円

無形固定資産 744 〃 



(中間株主資本等変動計算書関係) 

当中間会計期間（自 平成19年４月１日 至 平成19年９月30日） 

１．発行済株式に関する事項 

  

  
  

２．自己株式に関する事項 

 該当事項はありません。 

  

３．新株予約権等に関する事項 

 該当事項はありません。 

  

４．配当に関する事項 

 該当事項はありません。 

  

前事業年度（自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日） 

１．発行済株式に関する事項 

  

  
（注）平成18年５月31日現在の株主に対し、同日を効力発生日として１株につき２株の株式分割を実施いたしました。これにより株

式数は14,310株増加し、発行済株式数は28,620株となりました。 
  

２．自己株式に関する事項 

 該当事項はありません。 

  

３．新株予約権等に関する事項 

 該当事項はありません。 

  

４．配当に関する事項 

 該当事項はありません。 

  

(中間キャッシュ・フロー計算書関係) 

  

  

  

  

(リース取引関係) 

  

株式の種類 前事業年度末 増加 減少 当中間会計期間末 

普通株式 28,620株  ― 株 ― 株 28,620株

株式の種類 前事業年度末 増加 減少 当事業年度末 

普通株式 14,310株 14,310株 ― 株 28,620株

当中間会計期間
(自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日) 

前事業年度
(自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日) 

※  現金及び現金同等物の中間期末残高と中間貸借対照

表に掲記されている科目の金額との関係 

（平成19年９月30日現在)

現金及び預金 1,110,827千円

現金及び現金同等物 1,110,827千円

※ 現金及び現金同等物の期末残高と貸借対照表に掲記

されている科目の金額との関係 

（平成19年３月31日現在)

現金及び預金 1,104,433千円

現金及び現金同等物 1,104,433千円

当中間会計期間
(自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日) 

前事業年度
(自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日) 

 内容の重要性が乏しく、また契約一件当たりの金額が 同 左 



  

前へ   次へ 

少額のため、記載を省略しております。 



(有価証券関係) 

１．時価のある有価証券 

(注)  当中間会計期間において、有価証券について2,278千円（その他有価証券で時価のある株式2,278千円）減損処理を行って

おります。なお、減損処理にあたっては、中間期末における時価が取得原価に比べ50％以上下落した場合にはすべて減損処

理を行っております。 

  

２．時価評価されていない有価証券 

  

(デリバティブ取引関係) 

当中間会計期間（自 平成19年４月１日 至 平成19年９月30日） 

当社はデリバティブ取引を全く行っておりませんので、該当事項はありません。 

  

前事業年度（自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日） 

当社はデリバティブ取引を全く行っておりませんので、該当事項はありません。 

  

(ストック・オプション関係) 

当中間会計期間（自 平成19年４月１日 至 平成19年９月30日） 

該当事項はありません。 

  

前事業年度（自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日） 

１．当該事業年度における費用計上額及び科目名 

該当事項はありません。 

２．ストック・オプションの内容及び規模 

区分 

当中間会計期間末 

(平成19年９月30日) 

前事業年度末 

(平成19年３月31日) 

取得原価 
(千円) 

中間貸借対
照表計上額
(千円) 

差額
(千円) 

取得原価
(千円) 

貸借対照表 
計上額 
(千円) 

差額 
(千円) 

その他有価証券             

 ① 株式 974 3,705 2,730 3,183 2,531 △651 

 ② 債券 ― ― ― ― ― ― 

 ③ その他 ― ― ― ― ― ― 

合計 974 3,705 2,730 3,183 2,531 △651 

区分 

当中間会計期間末 

(平成19年９月30日) 

前事業年度末 

(平成19年３月31日) 

中間貸借対照表計上額
(千円) 

貸借対照表計上額 
(千円) 

その他有価証券     

 ① 非上場株式 10,000 10,069 

 ② 割引債券 10 10 

合計 10,010 10,079 

決議年月日 平成19年３月12日 

付与対象者の区分及び人数（名） 従業員 44 



  

 (持分法損益等) 

当中間会計期間（自 平成19年４月１日 至 平成19年９月30日） 

関連会社がないため、該当事項はありません。 

  

前事業年度（自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日） 

関連会社がないため、該当事項はありません。 
  

前へ   次へ 

株式の種類及び付与数（株） 普通株式 200 

付与日 平成19年３月31日 

権利確定条件 

権利行使時において、当社、当社の子会社または

関連会社の取締役、監査役または従業員その他こ

れに準ずる地位にあることを要する。 

対象勤務期間 ― 

権利行使期間 
平成21年４月１日から 

平成23年３月31日まで 

権利行使価格（円） 82,000 

付与日における公正な評価単価（円） ― 



(企業結合等関係) 

  

  

  

当中間会計期間 
(自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日) 

前事業年度
(自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日) 

― （共通支配下の取引関係） 

当社は、平成18年５月１日に100％子会社である株式会社エー・ディー・エステ

ートを、簡易合併の手続きにより吸収合併いたしました。 

(1) 結合企業の名称及びその事業の内容、企業結合の法的形式、並びに取引の目

的を含む取引の概要 

イ．合併の相手会社の名称、住所、代表者の氏名、資本金、事業の内容及び企業

結合の法的形式 

①名 称 株式会社エー・ディー・エステート 

②住 所 東京都中央区銀座八丁目２番８号 

京都新聞銀座ビル６階 

③代表者の氏名 代表取締役 田中 秀夫 

④資 本 金 10,000千円 

⑤事業の内容 不動産売買及び仲介業 

⑥企業結合の法的形式 当社を存続会社とする吸収合併 

  

ロ．取引の目的を含む取引の概要 

①合併の目的 事業遂行の効率化 

②合 併 期 日 平成18年５月１日 

③合併の方法等 当社を存続会社とし株式会社エー・ディー・エステートを解散

会社とする吸収合併とし、合併による新株の発行及び資本金の増加は行わず、

また、合併交付金の支払はありません。 

④財産の引継 合併期日において株式会社エー・ディー・エステートの資産・

負債および権利義務の一切を引き継ぎました。 

⑤株式会社エー・ディー・エステートの経営成績及び財政状態 

     a.平成17年９月期 

業績（平成16年10月１日～平成17年９月30日） 

資産、負債の状況 

     b.平成18年４月30日現在 

業績（平成17年10月１日～平成18年４月30日） 

資産、負債の状況 

売 上 高 45,028千円 

経常利益 4,503千円 

当期純利益 2,901千円 

資産合計  11,443千円 

負債合計  1,368千円 

資本合計  10,074千円 

売 上 高 18,156千円 

経常利益 3,299千円 

当期純利益 3,123千円 

資産合計  14,105千円 

負債合計  907千円 

資本合計  13,197千円 

当中間会計期間 
(自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日) 

前事業年度
(自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日) 

(2) 実施した会計処理の概要 



  

(１株当たり情報) 

  

  

  

 当社が株式会社エー・ディー・エステートより受け入れた資産および負債は合併

期日の前日に付された適正な帳簿価額により計上しました。また、当該合併によ

り、合併時点での子会社株主資本12,161千円と当社が合併直前に保有していた子会

社株式10,000千円との差額2,161千円を特別利益（「抱合せ株式消滅差益」）に計上

しております。 

当中間会計期間
(自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日) 

前事業年度
(自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日) 

１株当たり純資産額 45,965円 61銭 １株当たり純資産額 36,625円 95銭

１株当たり中間純利益 9,269円 58銭 １株当たり当期純利益 11,447円 01銭

 なお、潜在株式調整後１株当たり中間純利益について

は、新株予約権の残高がありますが、当社株式は非上場

であり期中平均株価が把握できないため、記載しており

ません。 

 なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益につい

ては、新株予約権の残高がありますが、当社株式は非

上場であり期中平均株価が把握できないため、記載し

ておりません。 

  

当社は、平成18年５月31日付で普通株式１株に対し普

通株式２株の割合で株式分割を行いました。 

前期首に当該株式分割が行われたと仮定した場合にお

ける前事業年度の（１株当たり情報）の各数値は以下の

とおりであります。 

１株当たり純資産額        25,195円  58銭 

１株当たり当期純利益        8,682円  71銭 

なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益につい

ては、新株予約権の残高がありますが、当社株式は非

上場であり期中平均株価が把握できないため、記載し

ておりません。 



  

１．１株当たり純資産額の算定上の基礎 

  

２．１株当たり中間（当期）純利益の算定上の基礎 

  

項目
当中間会計期間末
(平成19年９月30日) 

前事業年度末 
(平成19年３月31日) 

中間貸借対照表（貸借対照表）の純資産の部合計
(千円) 

1,315,535 1,048,234

純資産の部の合計額から控除する金額(千円) ― ― 

普通株式に係る中間期末（期末）純資産額(千円) 1,315,535 1,048,234 

中間期末（期末）の普通株式数(株) 28,620 28,620 

項目
当中間会計期間

(自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日) 

前事業年度 
(自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日) 

中間（当期）純利益(千円) 265,295 327,613 

普通株主に帰属しない金額(千円) ― ― 

普通株式に係る中間（当期）純利益(千円) 265,295 327,613 

普通株式の期中平均株式数(株) 28,620 28,620 

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株

当たり中間（当期）純利益の算定に含まれなかっ

た潜在株式の概要 

これらの詳細は「第４提

出会社の状況 １株式等

の状況 (2)新株予約権

等の状況」に記載のとお

りであります。 

これらの詳細は「第４提

出会社の状況 １株式等

の状況 (2)新株予約権

等の状況」に記載のとお

りであります。 



(重要な後発事象) 

  

前へ     

当中間会計期間 
(自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日) 

前事業年度 
(自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日) 

当社は、株式会社ジャスダック証券取引所より平成19年９月13日に上場承

認を受け、平成19年10月19日をもって、株式を上場しました。この上場にあ

たり、以下のとおり新株式を発行しています。 

  

（公募による新株式発行） 

 平成19年10月１日開催の取締役会決議に基づき、公募増資（ブックビルデ

ィング方式）により、新株式を次のとおり発行いたしました。 

 この結果、平成19年10月18日付で資本金は418,300千円、発行済株式数は  

34,020株となりました。 

  

（１）発行新株式数 普通株式   5,400株 

（２）発行価額 １株につき51,000円 

（３）発行価格 １株につき70,000円 

（４）引受価額 １株につき65,100円 

（５）発行価額の総額 275,400千円 

（６）払込金額の総額 351,540千円 

（７）資本組入額の総額 175,770千円 

 (８）発行のスケジュール 

申込期間  平成19年10月11日～平成19年10月16日 

払込期日 平成19年10月18日 

（９）資金の使途 

手取金については、全額を不動産流動化事業の物件購入資金

に充当する予定であります。 

― 

  



(2) 【その他】 

該当事項はありません。 

  



第６ 【提出会社の参考情報】 

当中間会計期間の開始日から半期報告書提出日までの間に、次の書類を提出しております。 

  

(1) 有価証券届出書及びその添付書類 

  有償一般募集増資（ブックビルディング方式による募集）及び株式売出し（ブックビルディング方式による売出し)

平成19年９月13日関東財務局長に提出 

  

(2) 有価証券届出書の訂正届出書 

  上記(1)に係る訂正届出書を平成19年10月１日及び平成19年10月10日に関東財務局長に提出 

  

  



第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

該当事項はありません。 



  
独立監査人の中間監査報告書 

  

平成19年12月14日

株式会社エー・ディー・ワークス 

  

  

  

  

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられて

いる株式会社エー・ディー・ワークスの平成19年４月１日から平成20年３月31日までの第82期事業年度の中間会計期間

（平成19年４月１日から平成19年９月30日まで）に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照表、中間損益計算書、

中間株主資本等変動計算書及び中間キャッシュ・フロー計算書について中間監査を行った。この中間財務諸表の作成責

任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間財務諸表に対する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間

財務諸表には全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示がな

いかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて追

加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間財務諸表に対する意見表明のための

合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成基準に準拠

して、株式会社エー・ディー・ワークスの平成19年９月30日現在の財政状態並びに同日をもって終了する中間会計期間

（平成19年４月１日から平成19年９月30日まで）の経営成績及びキャッシュ・フローの状況に関する有用な情報を表示

しているものと認める。 

  

追記情報 

重要な後発事象に記載されているとおり、会社は平成19年10月19日に新株発行を行っている。 

  

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  

以 上 

  

取締役会 御中 

監査法人 トーマツ   

指定社員 

業務執行社員
  公認会計士  浅  枝  芳  隆  ㊞ 

指定社員 

業務執行社員
  公認会計士  望  月  明  美  ㊞ 

  
※ 上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(半期報告書提出会社)が別途保管

しております。 
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